
補助金｜令和7年度 建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業

（国立公園利用施設の脱炭素化推進事業）＜二次公募＞
最大7,500万円 締切：2025年9月26日 申請難易度：★★★★★ 全国

*このレポートは生成AIにて作成されています【2025/9/10作成】
 制度の概要

自然公園法に基づき国立公園内で国立公園事業等を実施する施設に対して、省CO2性の高い

機器等を導入する事業に補助金を交付することにより、業務その他部門の大幅な低炭素化の

実現に寄与することを目的とします。

ゼロカーボンパークに登録された地方公共団体内の国立公園利用施設が対象で、CO2排出量

30％以上削減かつインバウンド対応改修の実施が要件となります。国立公園における脱炭素

化のモデル事業として大きな注目を集めています。

 支援内容

□ 省CO2設備導入支援

導入前設備比30％以上のCO2削減可能設備導入、再エネ設備原則導入必須。

最大7,500万円 補助率：1/3以内

 対象となる取組

【補助対象設備】

【必須要件】

※照明設備は補助対象外となります。

 対象者

 採択率向上のポイント

 戦略的分析

【ゼロカーボンパーク登録状況】

【補助金戦略のポイント】

 補助金配分イメージ

設備費（約70%）：空調・給湯・再エネ設備等の導入費用

工事費（約25%）：設備導入に不可欠な工事費用

事務費（約5%）：申請・管理に係る諸経費

 対象国立公園例

国立公園 ゼロカーボンパーク登録自治体例

磐梯朝日 福島市（土湯温泉・高湯温泉）

三陸復興 宮古市エリア

阿寒摩周 釧路市（阿寒湖温泉）

日光 那須塩原市

上信越高原 妙高市

 専門家活用のススメ

 必要書類とチェックポイント

提出書類 チェックポイント

交付申請書（様式1）

実施計画書（別紙1）

経費内訳（別紙2）

国立公園事業者証明

 申請スケジュール

 補足事項

 問い合わせ

制度詳細 https://siz-kankyou.com/2025co2/koen2/

申請システム

(jGrants)

https://www.jgrants-portal.go.jp/

お問い合わせ 一般社団法人静岡県環境資源協会

支援センター

〒420-0852 静岡市葵区紺屋町12-6

TEL：054-266-4161

※お問い合せは制度詳細ページよりE-mailでお願いいたします。

空調設備（熱源、ポンプ、ルームエアコン等）

空調・給湯設備（給湯器、ボイラー等）

換気設備、断熱等（建築物外皮性能向上）

EMS（エネルギー管理システム）

再生可能・未利用エネルギー利用設備

蓄電システム、車載型蓄電池

インバウンド対応改修（Wi-Fi、多言語化等）

脱炭素化取組のHP等での周知実施

国立公園事業執行者（自然公園法第10条第2項規定）

環境大臣認可を受けた国立公園事業執行者

民間企業（上記事業者との共同申請時）

実質再エネ100％実現：電力調達含め再エネ100％達成で大幅加点

自然冷媒空調導入：環境配慮型空調機器選択で加点評価

高いCO2削減率：30％を大幅に上回る削減率設定

カーボンニュートラル目標：2050年以前の目標設定で加点

デコ活宣言実施：国の温室効果ガス削減キャンペーン参画

15の国立公園で22自治体が登録済み

東北初の磐梯朝日国立公園等が追加登録

三陸復興、阿寒摩周国立公園も対象エリア

単年度限りの公募で競争激化必至

jGrants電子申請とメール併用必須

費用対効果40,000円/t-CO2上限に注意

省エネ計算の精度向上：CO2削減量算定の正確性確保

設備選定最適化：費用対効果最大化と加点要素獲得

自然保護官事務所対応：事前協議から変更手続きまで

jGrants申請支援：電子申請システムの確実な操作

Excel・PDF両形式で準備

CO2削減量の正確な算定

省CO2排出量集計表をExcelで添付

機器仕様書・設備図面等の根拠資料

見積書による詳細な根拠添付

他補助金使用時は収入欄記載

環境省発行の指令書コピー

事業執行者である旨の証明

事前準備期間

書類準備に1～2ヶ月程度。自然保護官事務所との事前協議が重要。

省エネ計算、設備選定、インバウンド改修計画策定。

公募期間

2025年9月1日（月）～9月26日（金）17時

jGrantsによる電子申請とSERAへのメール送付必須。

※GビズIDプライムアカウント必須。取得に1-2週間かかる為注意。

審査期間

9月29日～10月下旬頃（予定）

交付決定通知

2025年10月下旬頃（すべての申請者に対して通知）

事業実施・完了

交付決定日以降～2026年2月20日

完了実績報告は事業完了後30日以内に必須

本公募をもって本事業は終了（単年度限り）

車載型蓄電池導入希望時は申請前にSERA連絡必須

https://siz-kankyou.com/2025co2/koen2/
https://www.jgrants-portal.go.jp/

